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○調査の背景

・北海道の公共交通では、昨年２月以降、新型コロナウイルスの影響を受けて利用者が減少し、５月以降回復基調にはありましたが、１１月以降に再
び感染が拡大した影響から減少が続いている。

・コロナ禍においては、「新しい生活様式」が浸透し、企業における働き方や公共交通利用者の意識・行動に変化が生じている可能性があることから、
ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた今後の公共交通の利用促進等を図るため、道内経済団体とも連携し、利用実態の変化や、企業・利用者の
意識・行動の変化について調査分析を進めてきた。

北海道運輸局管内における新型コロナウイルスによる公共交通への影響調査等業務

業務概要

種別 調査対象 対象の詳細 調査方法 調査時期 回収状況

公共交通
事業

乗合バス バス協会加盟48社 メール・郵送

令和3年2月下旬～
令和3年3月中旬

34社（70.8％）

タクシー ハイヤー協会加盟236社、304営業所 郵送
105社（44.5％）
149営業所（49.0％）

鉄軌道

鉄 道：北海道旅客鉄道、道南いさりび鉄道

地 下 鉄 ：札幌市交通局

路面電車：札幌市交通事業振興公社、函館市企業局交通部
メール 5社（100％）

フェリー
離島航路

ハートランドフェリー
・稚内～利尻・礼文
・江差～奥尻

羽幌沿海フェリー
・羽幌～焼尻・天売

メール 2社、3航路（100％）

企業 道内企業
北海道商工会議所連合会加盟企業
北海道経済連合会加盟企業

ＷＥＢ・郵送
令和3年2月上旬～
令和3年3月上旬

177社

利用者 道民

札幌市
地方中核都市：函館市、旭川市、北見市、帯広市、釧路市
振興局：石狩、空知、後志、胆振・日高、渡島・桧山、

上川・宗谷・留萌、オホーツク、十勝、釧路・根室

ＷＥＢモニター 令和3年3月中旬 1,504件
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○コロナ禍（フェーズ２）では、コロナ前（フェーズ１）と比較して、

・移動需要全体は、通勤・通院目的のものは大きく変わらないものの、通学・買物・外食／会食目的のものが約１～２割減少している。

・公共交通利用については、通勤目的が約３割減、通学目的が約４割減、通院目的が約２割減、買物目的が約３割減、外食／会食目的が約５割減と、
全般的に公共交通利用が大きく減少している。

○コロナ収束後（フェーズ３－２）では、コロナ前（フェーズ１）と比較して、

・移動需要全体は、外食／会食目的が微減となるものの、全般的にコロナ前の水準程度に回復する。

・公共交通利用については、通学・通院・買物目的はコロナ前の水準に回復するものの、通勤目的は約１割減、外食／会食目的は約２割減となる。

フェーズ 新型コロナウイルス感染症の動向 概ねの期間

フェーズ１ 新型コロナウイルス感染拡大前 令和２年１月以前

フェーズ２ 新型コロナウイルス感染拡大が続く状況 現在

フェーズ3-1 マスク着用やソーシャルディスタンス確保など感染防止対策を継続している状況
令和４年以降と仮定

フェーズ3-2 新型コロナウイルスに対する特別な感染防止対策を必要としなくなった状況

利用者の動向

フェーズ別総需要

（単位：千回／週）

調査対象 札幌市、中核都市、その他地域の居住者

調査方法 ＷＥＢ調査

回収数 1,504件

▼通勤目的 ▼買物目的▼通学目的 ▼通院目的 ▼外食や会食目的
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※回答者における交通手段ごとの週当たり平均利用回数を居住地（札幌市、中核都市、その他）ごとに人口で補正している。

札幌市 中核都市 その他
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利用者の動向

▼通勤目的 ▼外食や会食目的▼通院目的

フェーズ別・移動モード別需要

（単位：千回／週）
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※回答者における交通手段ごとの週当たり平均利用回数を居住地（札幌市、中核都市、その他）ごとに人口で補正している。
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○テレワークは、約３割の企業で導入済か導入が検討されており、コロナ収束後もうち約２．５割の企
業が継続する意向を示している。

○WEB会議は、約７割の企業で導入済か導入が検討されており、コロナ収束後もうち約８割の企業が
活用意向を示しており、コロナ収束後も定着する見通し。

○出張・外勤は、現在６割の企業で自粛されているが、コロナ収束後も継続する企業はほとんどない。

企業の動向

55.7%

4.5%

17.0%

22.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

新型コロナウイルス感染拡大により、

出張や外勤を自粛している

新型コロナウイルス感染拡大により、

新たに出張や外勤の自粛を検討してい

る

出張や外勤のほとんどない業種である

出張や外勤の自粛は実施していない

66.0%

0.9%

32.1%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新型コロナウイルス感染拡大が

収束するまで

恒久的に実施する予定

期限は未定

その他

1.1%

5.1%

13.1%

8.0%

72.6%

0% 20% 40% 60% 80%

新型コロナウイルス感染拡大以前から

全社的にテレワークを導入している

新型コロナウイルス感染拡大により、

テレワークの導入を拡大した

新型コロナウイルス感染拡大により、

新たにテレワークを導入した

新型コロナウイルス感染拡大により、

新たにテレワークの導入を検討している

今後もテレワークを導入する予定はない

30.6%

24.5%

42.9%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

新型コロナウイルス感染拡大が

収束するまで

恒久的に導入する予定

期限は未定

その他

50.6%

15.9%

29.5%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

導入している

導入していないが、導入を検討中であ

る

導入しておらず、導入の予定もない

その他

47.4%

41.2%

10.3%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

積極的に活用する

業務に支障のない範囲で活用する

活用しない

その他

▼テレワーク等の実施状況

▼テレワークの導入期限

▼ＷＥＢ会議システムの活用・導入 ▼出張や外勤等の移動を伴う業務の実施状況

▼コロナ収束後のＷＥＢ会議システムを活用以降 ▼出張・外勤自粛の解除期限
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調査対象
北海道商工会議所連合会及び北海道経済
連合会にご協力いただき、加盟企業に対し
回答を依頼。

調査方法 ＷＥＢでの回答を基本とし、郵送でも回収

回収数 177社 （内、札幌市関連企業34社）
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23.6%

19.4%

13.0%

16.3%

21.0%

15.6%

9.5%

14.1%

17.3%

17.3%

7.7%

15.7%

13.4%

5.8%

6.0%

12.7%

0.4%

30.9%

0% 10% 20% 30% 40%

路線の見直し

時間帯別運賃の導入

多様な定期券の設定

定額制乗り放題運賃の導入

非接触型キャッシュレス決済端末の導入

感染症対策機器の導入

ＭａａＳの構築

交通チケットのデジタル化

バスロケーションシステムの導入

車内混雑状況のリアルタイムな情報発信

座席指定制の導入

バス車内でのWi-Fi利用等、ビジネス環境

整備

ノンステップバス等の新型車両の導入

旅行商品の造成

企画割引乗車券等の発行

共通乗車券等の発行

その他

期待することはない

N=738

31.1%

27.6%

11.1%

12.2%

16.0%

20.8%

14.9%

8.0%

17.9%

3.5%

12.8%

5.3%

5.1%

8.3%

9.5%

12.3%

0.5%

30.9%

0% 10% 20% 30% 40%

初乗り距離短縮運賃の導入

新たな割引運賃の導入

定額運賃、観光ルート別運賃の設定

一括定額運賃の導入

配車アプリによる事前確定運賃の導入

非接触型キャッシュレス決済端末の導入

感染症対策機器の導入

ＭａａＳの構築

配車アプリの導入

JPN TAXI等の新型ユニバーサルデザイン車両の導入

タクシー車内でのWi-Fi利用等、ビジネス環境整備

旅行商品の造成

企画割引乗車券等の発行

共通乗車券等の発行

デリバリータクシーの実施

高齢者見守り、病院の順番取り、忘れ物の代理取得な

どの便利なサービス実施

その他

期待することはない

N=883

33.4%

12.7%

18.5%

20.7%

15.9%

11.7%

24.6%

13.4%

9.4%

7.9%

18.6%

10.4%

20.3%

5.7%

7.0%

7.5%

9.5%

14.2%

0.5%

29.7%

0% 10% 20% 30% 40%

時間帯・曜日別運賃の導入

多様な定期券の設定

定額制乗り放題運賃の導入

非接触型ｷｬｯｼｭﾚｽ決済端末の導入・拡大

感染症対策機器の導入

ＭａａＳの構築

交通系ICｶｰﾄﾞ等利用によるﾎﾟｲﾝﾄ付与ｻｰﾋﾞｽの拡充

交通チケットのデジタル化・拡大

電車ロケーションシステムの導入・拡大

過去の車内混雑状況の情報発信

車内混雑状況のリアルタイムな情報発信

座席指定制の導入

列車内でのWi-Fi利用等、ビジネス環境整備

ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ性の高い観光列車の導入・拡大

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ車両等、特殊設備を備えた新型車両の導入

宿泊施設やﾚﾝﾀｶｰなどがｾｯﾄになった、旅行商品の造成

企画割引乗車券の発行

共通乗車券等の発行

その他

期待することはない

N=881

路線見直し

運賃、料金施策

感染症対策

新たなサービス
の導入

旅行商品の造成
など

運賃、料金施策

感染症対策

新たなサービスの導入

旅行商品の造成など

事業の多角化など

運賃、料金施策

感染症対策

新たなサービスの導入

旅行商品の造成など

公共交通機関に期待する新たなサービス【鉄道】（地下鉄･路面電車含む）公共交通機関に期待する新たなサービス【タクシー】公共交通機関に期待する新たなサービス【路線バス】

○利用者からは、「キャッシュレス決済」「感染症対策機器の導入」など安心して利用できる環境整備への期待が各交通モード共通して高い。

○バス路線の見直しへの期待が高い。また、新たな運賃・料金施策やWi-Fi環境整備、交通チケットのデジタル化などへの期待も高く、新たな需要の喚
起につながる可能性がある。

○その他、旅客運送サービス以外のサービス提供への期待もみられる。

利用者が公共交通機関に期待するサービス
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○公共交通事業者においては、収入増のために、キャッシュレス決済端末の導入・感染症対策機器の導入といったコロナ禍でも安心して利用いただけ
る環境整備に取り組む意向が強い。

○また、収入増のためにダイヤ・路線を見直す意向も強い。運賃値上げを検討する事業者も多いが、新たな運賃施策に取り組みたいとする事業者もみ
られる。加えて、観光需要など新たな需要獲得や、運送サービス以外への進出を検討する事業者もある。

○コスト削減策としては、減便・営業時間短縮等によりコストを抑えつつ、ダイヤ・路線の見直しや業務のデジタル化に取り組む意向が強い。また、少数
ながらも事業者間の業務共同化等の経営効率化に取り組むとする事業者もみられる。

公共交通事業者の動向

0%

30%
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10%

43%

20%

13%

10%

60%

13%

7%

43%

3%
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27%

10%
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21%

14%

11%

21%

36%

25%

32%

18%
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4%
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29%

4%

4%
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18%
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21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

運行管理業務のデジタル化の推進

保有する車両台数の削減

車両の小型化

営業所・出張所等の閉鎖・集約化

日中時間帯の運行便数の削減

早朝・深夜時間帯の運行便数の削減

路線の見直し

路線の廃止

運転士の一時帰休の実施

運転士の解雇

運転士の出向

運転士以外の従業員の一時帰休の実施

運転士以外の従業員の解雇

運転士以外の従業員の出向

希望退職者の募集

新規採用の停止

管理の受委託

他社と競合する路線の共同運行

他社と業務の共同化

経営統合

事業譲渡

その他

特別な対応は行っていない
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15%

23%

22%
11%

26%
4%

15%
7%

4%
4%

30%

15%

7%

7%
4%
4%

33%
30%

26%
15%
15%

7%
4%

15%

7%
11%

26%
11%

4%
15%

7%
11%

19%

0% 10% 20% 30% 40%

運行ダイヤの見直し
収益路線の運行便数の増便

快速便等の新設
路線の見直し

既存の競合路線の共同運行
路線の新設 一般

路線の新設 都市間
路線の新設 定期観光

路線の新設 その他
普通旅客運賃の値上げ
普通旅客運賃の値下げ

定期・回数旅客運賃の値上げ
定期・回数旅客運賃の値下げ

時間帯別運賃の導入
多様な定期券の設定

定額制乗り放題運賃の導入
座席定員制料金の導入

手回品料金の導入
非接触型キャッシュレス決済端末の導入

感染症対策機器の導入
地域におけるMaaSの構築
交通チケットのデジタル化

バスロケーションシステムの導入
車内混雑状況のリアルタイムな情報発信

座席指定制の導入及びその利用料金
Wi-Fi等、ビジネス環境整備

座席間隔に余裕のあるﾗｸﾞｼﾞｭｱﾘｰﾊﾞｽの導入
ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ性の高い観光バスの導入

多言語対応等、観光需要受入のための環境整備
ノンステップバス等の新型車両の導入

旅行商品の造成
企画割引乗車券等の発行

共通乗車券等の発行
貨客混載の実施

旅客自動車運送事業における事業多角化
旅客自動車運送事業以外への参入による事業多角化

その他
特別な対応は行っていない

▼収入増のための方策（複数回答）▼コスト削減・経営合理化策（複数回答） ■ すでに実施した方策（n=30）
■ 今後取り組みたい方策（n=28）

■ すでに実施した方策（n=26）
■ 今後取り組みたい方策（n=27）

維持管理
費用の削減

ダイヤ・
路線の見直し

雇用の
見直し

経営統合、
事業譲渡など

ダイヤ・路線の
見直し

運賃、料金施策

新たなサービス
の導入

旅行商品の造成など

事業の多角化

感染症対策

バス事業の例
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考察

移動需要について

今後の取組の方向性について

【当面の取組】

○現在の移動需要の減少等を踏まえ、公共交通事業者においては、減便・営業時間短縮等によりコストを抑えつつ、利用回復のためにまずは利用
者の方々に安心して利用いただける環境整備に取り組む意向が強い。利用者側にも、公共交通の利用に向けては換気をはじめとした感染症対
策を求める声が高い。

○このため、公共交通事業者に対し、経営維持のための支援（金融・雇用面等）を行いつつ、キャッシュレス決済・感染症対策機器の導入といったコ
ロナ禍でも安心して利用できる環境整備への支援が求められる。

【中期的な取組】

○コロナ収束後も公共交通利用がコロナ前の水準まで直ちには回復しない可能性も念頭において、利用者の動向を踏まえたサービスの適正化に
取り組むとともに、新たな需要を獲得する必要がある。

○このため、
・利用者の動向を踏まえた路線見直しなどを円滑に進める地域公共交通計画の策定・見直し
・新たな利用者獲得に向け、新たな運賃・料金、Wi-Fi導入、交通チケットデジタル化等のサービスの展開
・観光需要のさらなる獲得
・業務のデジタル化や事業者間の業務共同化といった経営効率化や、運送事業以外の事業への進出

などを支援することが求められる。

○コロナ禍では、コロナ前と比較して、
・移動需要全体は、通勤・通院目的のものは大きく変わらないものの、通学・買物・外食／会食目的のものが約１～２割減少している。

・公共交通利用については、通勤目的が約３割減、通学目的が約４割減、通院目的が約２割減、買物目的が約３割減、外食／会食目的が約５割
減と、全般的に公共交通利用が大きく減少している。

○コロナ収束後では、コロナ前と比較して、
・移動需要全体は、外食／会食目的が微減となるものの、全般的にコロナ前の水準程度に回復することが期待される。

・公共交通利用については、通学・通院・買物目的はコロナ前の水準に回復するものの、通勤目的は約１割減、外食／会食目的は約２割減となる
可能性がある。
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-12.2%

-42.4%

-50.5%
-59.8%

-39.8%-36.4%
-32.5%-31.1%

-19.2%
-29.0%

-34.0%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数

1.2%

-11.4%

-31.9%
-39.2%

-17.0%-13.0%-11.5%-7.6%
-0.1%

-20.6%
-23.4%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数

-6.1%

-29.3%-29.0%-23.6%

-3.1%-6.2%

0.2%

10.9%10.3%

-8.5%

-14.7%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数

○路線バスの利用者は、５月に約５割減となって以降回復傾向となり、１０月には約２割減まで回復したものの、１２月には約３割減となった。

○現金利用者と比較して、IC/QR利用者や一般定期利用者は、減少割合が低い。

○通学定期利用は、他の支払方法と比較して利用者の回復が緩やかとなっている。

-8.0%

-37.3%
-38.2%

-46.7%

-26.3%-28.4%
-25.2%-21.3%

-18.4%
-24.6%

-30.9%

-9.2%

-37.5%-39.9%
-50.0%

-30.3%-30.8%
-25.7%-27.5%

-16.8%
-23.6%

-29.4%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数 収入

-1.6%

-50.6%

-69.4%

-82.3%

-69.6%

-56.5%
-52.5%-51.8%

-43.4%

-61.1%
-63.8%

-1.9%

-47.9%

-66.8%

-81.6%
-72.9%

-56.5%
-50.9%-51.1%

-44.4%

-63.0%-65.8%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数 収入

▼利用者数・運行収入平均変動率（都市間高速バス）▼利用者数・運行収入平均変動率（路線バス）

▼現金利用者数平均変動率（路線バス） ▼一般定期券利用者数平均変動率（路線バス） ▼ＩＣ／ＱＲ利用者数平均変動率（路線バス）

［補足］ バス事業への影響

バスの利用動向
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0%

30%

3%

10%

43%

20%

13%

10%

60%

13%

7%

43%

3%

7%

3%

27%

10%

13%

21%

14%

11%

21%

36%

25%

32%

18%

43%

4%

4%

29%

4%

4%

4%

18%

4%

7%

7%

4%

7%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

運行管理業務のデジタル化の推進

保有する車両台数の削減

車両の小型化

営業所・出張所等の閉鎖・集約化

日中時間帯の運行便数の削減

早朝・深夜時間帯の運行便数の削減

路線の見直し

路線の廃止

運転士の一時帰休の実施

運転士の解雇

運転士の出向

運転士以外の従業員の一時帰休の実施

運転士以外の従業員の解雇

運転士以外の従業員の出向

希望退職者の募集

新規採用の停止

管理の受委託

他社と競合する路線の共同運行

他社と業務の共同化

経営統合

事業譲渡

その他

特別な対応は行っていない

15%

15%

4%

4%

8%

23%
23%

12%
15%
15%

8%

4%
12%

12%
8%
8%

4%
8%

8%
15%

23%

22%
11%

26%
4%

15%
7%

4%
4%

30%

15%

7%

7%
4%
4%

33%
30%

26%
15%
15%

7%
4%

15%

7%
11%

26%
11%

4%
15%

7%
11%

19%

0% 10% 20% 30% 40%

運行ダイヤの見直し
収益路線の運行便数の増便

快速便等の新設
路線の見直し

既存の競合路線の共同運行
路線の新設 一般

路線の新設 都市間
路線の新設 定期観光

路線の新設 その他
普通旅客運賃の値上げ
普通旅客運賃の値下げ

定期・回数旅客運賃の値上げ
定期・回数旅客運賃の値下げ

時間帯別運賃の導入
多様な定期券の設定

定額制乗り放題運賃の導入
座席定員制料金の導入

手回品料金の導入
非接触型キャッシュレス決済端末の導入

感染症対策機器の導入
地域におけるMaaSの構築
交通チケットのデジタル化

バスロケーションシステムの導入
車内混雑状況のリアルタイムな情報発信

座席指定制の導入及びその利用料金
Wi-Fi等、ビジネス環境整備

座席間隔に余裕のあるﾗｸﾞｼﾞｭｱﾘｰﾊﾞｽの導入
ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ性の高い観光バスの導入

多言語対応等、観光需要受入のための環境整備
ノンステップバス等の新型車両の導入

旅行商品の造成
企画割引乗車券等の発行

共通乗車券等の発行
貨客混載の実施

旅客自動車運送事業における事業多角化
旅客自動車運送事業以外への参入による事業多角化

その他
特別な対応は行っていない

○今後の収入増に向けた取り組みとしては、「キャッシュレス決済端末」「感染症対策機器」の導入といった安心して利用できる環境整備を挙げる事業
者が最も多い。

○また、今後「運行ダイヤの見直し」「路線の見直し」に取り組むとする事業者が多い。

○「運賃の値上げ」を挙げる事業者も３割程度と多いが、「定額乗り放題運賃」など新たな運賃に取り組みたいとする事業者もみられる。

▼収入増のための方策（複数回答）▼コスト削減・経営合理化策（複数回答） ■ すでに実施した方策（n=30）
■ 今後取り組みたい方策（n=28）

■ すでに実施した方策（n=26）
■ 今後取り組みたい方策（n=27）

維持管理
費用の削減

ダイヤ・
路線の見直し

雇用の
見直し

経営統合、
事業譲渡など

ダイヤ・路線の
見直し

運賃、料金施策

新たなサービス
の導入

旅行商品の造成など

事業の多角化

感染症対策

［補足］ バス事業への影響

バス事業者の取組動向
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利用者数 収入

39.6%

18.5%

-21.6%

-43.8%

-11.6%
-1.8% -5.5%

-0.2% -2.9%

-28.7%-31.9%

40.9%
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-24.1%
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-15.2%
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60%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数 収入

-10.7%

-37.4%

-50.2%
-58.9%

-35.6%-33.5%-33.9%
-25.6%

-19.8%

-38.6%-34.7%

-5.9%

-37.1%

-51.5%
-60.6%

-37.9%-34.2%-34.9%
-25.9%

-19.7%

-39.6%-41.7%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

輸送回数 収入

-18.1%

-39.7%
-49.5%-52.2%

-33.7%
-28.3%-32.6%

-23.6%-19.5%

-35.7%
-35.7%

-11.2%

-38.6%

-50.5%-51.5%

-31.2%-27.4%-30.2%
-20.6%-17.9%

-32.4%-35.6%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数 収入

○タクシーの利用者は、５月に約６割減となって以降回復傾向となり、１０月には約２割減まで回復したものの、１２月には約３割減となった。

○現金利用者は、減少の割合が高い一方、クレジット決済では減少割合が低い。

○高齢者パス等の支払いは、6月以降は減少幅は極めて小さくなっている。

▼利用者数・運行収入平均変動率 ▼現金利用者数・運行収入平均変動率

▼高齢者パス利用者数・運行収入平均変動率 ▼クレジット等利用者数・運行収入平均変動率

［補足］ タクシー事業への影響

タクシーの利用動向
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23%

41%
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43%
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26%
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14%

0%

3%

9%

31%

15%
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32%
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15%

3%

1%

7%

1%

1%

6%

7%

3%

3%

6%

33%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運行管理業務のデジタル化の推進

稼働台数の削減

深夜・早朝時間帯における勤務シフトの減少

流し営業の取りやめ

営業時間の短縮

営業所・出張所等の閉鎖・集約化

乗務員の一時帰休の実施

乗務員の解雇

乗務員の出向

乗務員以外の従業員の一時帰休の実施

乗務員以外の従業員の解雇

乗務員以外の従業員の出向

希望退職者の募集

新規採用の停止

他社と業務の共同化

経営統合

事業譲渡

その他

特別な対応は行っていない

1%

1%

4%

1%

6%
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2%

3%

1%

25%

9%

2%

13%

10%

4%

2%
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1%

1%

1%

33%

4%

10%

6%

3%

6%

1%

41%

6%

5%

23%

4%

10%

13%

4%

11%

11%

11%

25%

10%

6%

18%

6%

4%

12%

4%

1%

9%

10%

18%

13%

1%

6%

4%

28%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

稼働台数の増車

営業時間の拡大

運賃の値上げ

運賃の値下げ

初乗り距離短縮運賃の導入

新たな割引運賃の導入

定額運賃、観光ルート別運賃の設定

一括定額運賃（サブスクリプション）の導入

配車アプリによる事前確定運賃の導入

需要の増減に応じた変動迎車回送料金の導入

非接触型キャッシュレス決済端末の導入

感染症対策機器の導入

地域におけるMaaSの構築

配車アプリの導入

JPN TAXI等の新型UD車両の導入

他業種とタイアップしたラッピングタクシーの導入

Wi-Fi等、ビジネス環境整備

多言語対応等、観光需要受入のための環境整備

旅行商品の造成

企画割引乗車券等の発行

共通乗車券等の発行

デリバリータクシーの実施

貨客混載の実施

タクシー救援事業

自治体・NPO等による旅客運送サービスの運行業務の受託

旅客自動車運送事業における事業多角化

旅客自動車運送事業以外への参入による事業多角化

その他

特別な対応は行っていない

○「営業時間の短縮」「深夜早朝時間帯シフトの減少」「稼働台数の削減」「乗務員の一時帰休」に取り組んでいる事業者が多く、今後も継続する傾向。

○今後、「キャッシュレス決済端末」に続き、「感染症対策機器の導入」に取り組むとする、安心して利用できる環境整備を挙げる事業者が最も多い。

○「運賃の値上げ」を挙げる事業者も２割程度と多いが、「定額運賃・観光ルート別運賃」「配車アプリによる事前確定運賃」「変動迎車回送料金」など新
たな運賃・料金施策に取り組みたいとする事業者もみられる。

○「タクシー救援事業」「自治体・NPO等の運行受託」等タクシー事業以外のサービスに取り組む事業者もみられる。

▼コスト削減・経営合理化策（複数回答） ■ すでに実施した方策（n=150）
■ 今後取り組みたい方策（n=144）

維持管理
費用の削減

雇用の
見直し

経営統合、
事業譲渡など

▼収入増のための方策（複数回答） ■ すでに実施した方策（n=141）
■ 今後取り組みたい方策（n=141）

営業形態の見直し

運賃、料金施策

新たなサービス
の導入

旅行商品の造成など

事業の多角化など

感染症対策

［補足］ タクシー事業への影響

タクシー事業者の取組動向
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利用者数 収入
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利用者数 収入

-49%

-62%

-41%-66%
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-19.7%

-46.6%
-55.7%

-67.2%

-44.7%-41.6%-44.3%

-25.5%
-17.9%

-29.1%

-40.0%

-15.1%

-43.1%

-55.4%

-68.2%

-49.8%-46.6%
-41.3%

-29.4%-26.5%
-30.8%

-8.8%
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20%
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数 収入

○鉄道の利用者は、５月に約６割減となって以降回復傾向となり、１０月には約１割減まで回復したものの、１２月には約３割減となった。

○現金利用者は、減少の割合が高い一方、一般定期やIC／QR決済では減少割合が低い。

▼利用者数・運行収入平均変動率 ▼現金利用者数・運行収入平均変動率

▼一般定期券利用者数・運行収入平均変動率 ▼ＩＣ／ＱＲ利用者数・運行収入平均変動率

［補足］ 鉄道事業への影響

鉄道の利用動向
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40%

20%
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80%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

運行管理業務のデジタル化の推進

保有車両数の削減

１編成あたりの車両数の削減

駅・運輸設備等の閉鎖・集約化

運行本数の削減

臨時列車の運休・とりやめ

職員のうち、運輸部門職員の一時帰休の実施

職員のうち、運輸部門職員の解雇

職員のうち、運輸部門職員の出向

職員のうち、運輸部門職員以外の従業員の一時帰休の実施

職員のうち、運輸部門職員以外の従業員の解雇

職員のうち、運輸部門職員以外の従業員の出向

希望退職者の募集

新規採用の停止

業務の管理の受委託

他社と業務の共同化

その他

特別な対応は行っていない
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20%

20%

40%

20%

40%

20%
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20%

20%

20%

40%

20%

20%

40%

20%

40%

40%

20%

20%

20%

20%

40%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

運行ダイヤの見直し

運行本数の増加

保有車両数の増加

快速便等の新設

普通旅客運賃の値上げ

普通旅客運賃の値下げ

定期・回数旅客運賃の値上げ

定期・回数旅客運賃の値下げ

時間帯・曜日別運賃の導入

多様な定期券の設定

定額制乗り放題運賃（サブスクリプション）の導入

手回品料金の導入

非接触型キャッシュレス決済端末の導入・拡大

感染症対策機器の導入

地域におけるMaaSの構築

ICカード等利用によるポイント付与サービスの拡充

交通チケットのデジタル化・拡大

電車ロケーションシステムの導入・拡大

過去の車内混雑状況の情報発信

車内混雑状況のリアルタイムな情報発信

座席指定制の導入

Wi-Fi等、ビジネス環境整備

多言語対応等、観光需要受入のための環境整備

車体・車内・駅（電停）広告の拡充

エンターテイメント性の高い観光列車の導入・拡大

バリアフリー車両等、特殊設備を備えた新型車両の導入

旅行商品の造成

企画割引乗車券の発行

共通乗車券の発行

貨客混載の実施

鉄軌道事業以外への参入による事業多角化

その他

特別な対応は行っていない

○すでに「運行本数の削減」「１編成あたりの車両数削減」「職員の一時帰休」等に取り組んでいる。

○今後「キャッシュレス決済端末の導入」により安心して利用できる環境整備を挙げる事業者が最も多い。

○また、「交通チケットのデジタル化」「観光需要受入のための環境整備」を挙げる事業者も同様に多い。

▼コスト削減・経営合理化策（複数回答） ■ すでに実施した方策（n=5）
■ 今後取り組みたい方策（n=5）

▼収入増のための方策（複数回答） ■ すでに実施した方策（n=5）
■ 今後取り組みたい方策（n=5）

維持管理費の削減

雇用の見直し

経営合理化

ダイヤの見直し

運賃、料金施策

新たなサービス
の導入

旅行商品の造成など

事業の多角化

感染症対策

ダイヤの見直し

［補足］ 鉄道事業への影響

鉄道事業者の取組動向
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利用者数 収入

33%

67%

100%

100%

100%
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運航ダイヤの見直し

運航便数の増便

旅客運賃の値上げ

旅客運賃の値下げ

自動車航送運賃、手荷物運賃の値上げ

自動車航送運賃、手荷物運賃の値下げ

団体割引運賃の値上げ

団体割引運賃の値下げ

貨物運賃の値上げ

貨物運賃の値下げ

新たな割引運賃の導入

料金設定の見直し

キャッシュレス決済の導入

感染症対策機器の導入

地域におけるMaaSの構築

交通チケットのデジタル化

船内混雑状況のリアルタイムな情報発信

座席指定制の導入及びその利用料金

Wi-Fi等、ビジネス環境整備

多言語対応等、観光需要受入のための環境整備

高速船等、特殊設備を備えた新型船舶の導入

旅行商品の造成

企画割引乗船券等の発行

共通乗船券等の発行

旅客定期航路事業における事業多角化

旅客定期航路事業以外への参入による事業多角化

その他

特別な対応は行っていない

○フェリー（離島航路）の利用者は、５月に約８割減となって以降回復傾向となり、１０月には約１割減まで回復したものの、１２月には約３割減となった。

○一方、貨物利用実績は、プラスとなる月もあるなど減少割合が低い。

○今後「キャッシュレス決済端末の導入」「感染症対策機器の導入」により安心して利用できる環境整備を挙げる事業者が最も多い。

▼収入増のための方策（複数回答） ■ すでに実施した方策（n=3）
■ 今後取り組みたい方策（n=3）

ダイヤの見直し

運賃、料金施策

新たなサービス
の導入

旅行商品の造成など

事業の多角化

感染症対策
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利用者数 収入

▼利用者数・運航収入平均変動率

▼貨物利用者数・運行収入平均変動率

［補足］ フェリー事業（離島航路）への影響
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